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最近の動向： 2004年12月26日にタイ南部のアンダマン海に面する地域が巨大津波に襲われ，多数の死傷者が出，多くの観光資源が破壊された。これらの地域はプーケットをはじめとするタイの観光産業の中心をなすリゾート地である。人的な損失に加えてこれら地域の経済的な負の影響も計り知れない。しかし，観光産業の規模を推計することはきわめて困難である。通常，観光産業は商業，輸送，ホテル，レストラン，サービスといった産業のある部分を占めているが，それぞれどの程度が観光関連なのかははっきりしない。たとえば，タイではホテルとレストラン産業の収入が2000年以来GDPの3～4％を占めている（Thailand, National Economic and Social Development Board 2004a）が，そのうちのほとんどが観光関連だと類推される。他の推計によれば，観光産業の収入は2003年に約6,000億バーツで，これはGDPの約9％にあたる（Thailand, Tourism Authority of Thailand 2005）。また，そのうちの半分強が外国人観光客によるものであった。ゆえに中間財投入を含まない付加価値ベースでは観光収入はGDPのおよそ5％くらいだと考えて差し支えないだろう。Thailand, Tourism Authority of Thailand（2005）による試算では2004年に前年比18％の伸び率で名目GDPの10％超の観光収入を想定していた（表11.1）。このように急成長を続けてきた観光産業だが，津波によってその予想は大きな変更を余儀なくされている。しかし，すべてのリゾート地の設備が壊滅的な影響を受けたわけではなく，いくつかのリゾート地，たとえば北部タイのチェンマイやチェンライ，あるいは中部タイのアユタヤといった都市では従来どおりの観光収入を期待できると考えられる。タイ経済は観光産業の再建事業に資源の多くを割かなければならないが，タイ経済全体に及ぼす影響という観点から言うなら負の影響はそれほど大きくはならないであろう（タイの観光産業と津波の影響の詳細については吉野文雄，2005を参照）。

タイ南部のイスラム教徒とタイ政府軍，警察との対立はもう1つのタイの将来の不安材料である。2004年10月25日ナラティワート県タクバイ郡でデモ隊と当局が衝突し，85人のイスラム系住民が死亡した。暴動鎮圧の手段として当局が取った弾圧手段に多くの批判が集まっている。通常なら政治的な言説や介入を避けるプミポン国王でさえ，この事件に関しては与党愛国党のタクシン・チナワット首相（タイ愛国党党首）を譴責（けんせき）している。その他にも鳥インフルエンザの流行やタクシン政権によるメディアへの干渉といった問題点がある。

にもかかわらずタクシン政権の人気取りの色合いの強い政策や順調な経済によって与党愛国党は2005年2月の総選挙で圧勝した（下院500議席中377議席を獲得した）。これまで連立与党を組んできたタイ国民党との連立を解消し，タイでは史上初めての単独与党政権になると思われる。タクシン政権の人気取りといわれる政策の中には「一村一品運動（OTOP）」や農民の負債の棚上げ，人民銀行の設立，中小企業支援策などがある。政策当局は農業，観光，不動産といったいくつかの鍵となる産業分野の成長を促そうと試みている。同時に，政府は休眠状態に陥っているローンの解決を金融部門に急がせるよう圧力をかけている。対外政策では二国間自由貿易協定の締結に力を入れ，地域協力を推し進めようとしている。

成長，生活水準，経済構造：　2003年の6.9％成長，2004年第1四半期の6.4％成長という急速な経済成長のあと，GDPは2004年第2四半期に6％，第3四半期には5.3％に下降した（第3四半期までの平均成長率は対前年比で6.4％であった。Thailand, National Economic and Social Development Board，2004a）。2004年10月時点でThailand, Ministry of Finance（2004）は2004年を通じた成長率を6.7％，Thailand, Bank of Thailand（2004）は6.4％，Thailand, National Economic and Social Development Board（2004b）は6.2％と予想していた。表11.1は2004年の経済成長率を中央銀行と同じ6.2％と仮定して作成されている。また多くの予測が2005年の実質GDP成長率は6.0％かそれよりも低いと予測している。

タイ経済が多少スローダウンしても，GDP成長率は人口成長率（2004年で0.8％）を大幅に上回っているために，一人当たり実質GDP成長率はここ数年堅調な伸びを示している。2004年には一人当たり実質GDPレベルは通貨危機直後の1998年よりも27％高く，通貨危機以前のピークだった1996年よりも10％も高い。言い換えると，1997年から98年にかけての通貨危機は生活水準が危機前のレベルに戻るのに4年から5年を要したほど深刻だったと言えるかもしれない。為替レートの変動によって米ドル換算の一人当たりGDP成長率は通貨危機後大きな落ち込みを見せ，その後の回復もかなり緩やかである。ただし，タイと他の国との物価水準を考慮した国際ドルで見るとその落差ははるかに緩やかである。

個人消費は2001年から2003年までと2004年の第3四半期まで実質GDPの55％を占め，経済成長の原動力であった。設備投資は1999年から2002年に対実質GDP比で20％だったが2003年には21％，そして2004年第3四半期までで23％にそのシェアを伸ばしている。ただし，設備投資の水準はいまだに低く，通貨危機前の1991年から1996年の5分の2程度である。民間設備投資は1999年の11％から2003年には15％，2004年第3四半期までに16％と旺盛な回復基調にある。しかし，やはり通貨危機前の水準に比べると約半分にとどまっている（1990年から1996年まで32～34％）。GDPに占める輸出のシェアはここ数年一定で65～66％であった。輸入シェアも2003年までのここ数年は50％で一定していたが2004年（第3四半期まで）には54％に上昇している。

製造業は2004年第3四半期までで経済全体よりも速い伸びを示している。表11.1が示すように製造業の対GDP比率は2001年36％，2002年37％，2003年38％，そして2004年（第3四半期まで）39％と着実に上昇していることがわかる。この製造業の成長が電気機器産業の生産縮小（Thailand, Bank of Thailand，2004）にもかかわらず生じていることは重要である。対照的に農業は10％（2003年）から8.6％（2004年第3四半期まで）に縮小している。しかし，多くの農産物にとって第4四半期は出荷の時期にあたるためにこの数字には少し誇張があるかもしれない。たとえば2003年第3四半期までのシェアは9.5％であった（Thailand, National Economic and Social Development Board，2004a）。いずれにしろ，農業の縮小は事実である。しかし，農家収入は増大している。この増大は中国への農産物輸出の拡大に伴って，コメ，タピオカ，ゴム等の農産物価格が上昇した結果だと思われる。サービス業では小売業や行政サービスが大部分を占めているが，GDPに占めるシェアはここ20年間ほとんど変化がない。対照的に建設，金融業のシェアは1980年代後半から1990年代前半まで上昇し，通貨危機後低下している。

タイの場合，生産額と雇用量で見た場合，双方で農業のGDPに占めるシェアは低下傾向にあり，一方，製造業のシェアは上昇傾向にある。これは農業の生産性が上がり，農業から，近代化を成し遂げつつある製造業とサービス業への資本と労働力の生産要素移動が行われた結果である。この構造変化は特に通貨危機前に顕著に見られた。1984年の農業の就業者シェアは全体の3分の2だったが，1996年には45％まで低下している。通貨危機後の1997～2000年まで，そのシェアは44％～45％で推移したが2004年11月時点で40％にまで低下している。2000年から2004年のタイ農業の実質労働生産性（雇用者一人当たり実質GDP）は非農業部門の生産性の15～16％でしかない。この生産性格差はタイの賃金格差よりもはるかに大きい（2001年から2004年第3四半期までタイ農業での賃金は非農業部門の28～36％，国家統計局，2005）。またタイの農工間生産性格差はインドネシア（2000～03年21～24％，表7.1），マレーシア（2000年～04年48～57％，表8.1），フィリピン（2000年～03年，41～42％，表9.1）よりも大きい。これはタイの農業就業者の生産効率はきわめて非効率的であるという，直感に反する結果を示している。考えられる理由は農業と非農業部門のパートタイムや季節労働力を農業労働力として勘定してしまっているというものである。

2004年のタイ国内の石油需要は対前年比で7.7％上昇し，石油製品は同期9.5％上昇している。うち石油の輸入需要は同期に12.1％増，石油製品輸入需要は実に96.3％増であった。このようにタイ経済の石油や石油関連製品の輸入に依存する構造は経済成長とともに顕著になりつつあり，今回のように石油価格の高騰が国内インフレに与える影響は大きくなりつつある。

金融・財政政策： 比較的高い成長率を維持したタイはインフレ率も2004～05年に若干上昇している。鳥インフルエンザの流行や石油価格の高騰も高いインフレ率の原因であった。表11.2は2004年のGDPデフレータが4.0％上昇すると仮定して作成されている。一方，消費者物価指数は2.7％の上昇であった（2004年の11月までの数値と2003年11月までの数値から計算）。2003～04年にかけて食料品･飲料品価格は4.5％上昇している（Thailand, Bank of Thailand，2005c）はまさにこれらの要因によるところであった。生産者物価指数，輸出価格指数，輸入価格指数は2003～04年にかけてそれぞれ6.4，12.4，9.7％上昇した。ゆえにインフレ圧力はかなり高くなっていると考えることができる。これらのインフレ圧力を軽減する目的で，タイ中央銀行は2004年10月に債権リパーチェス（レポ）市場14日物金利を年1.50％から1.75％にすると発表した（この後，3月2日にさらに引き上げて年2.5％にすると発表した）。今回の政策金利の引き上げの背景には，世界市場で石油価格が高騰していることと，国内での軽油の小売価格の上限を引き上げたことに伴って，生産者価格が上昇し，インフレ率が中期的に上昇していることがある。さらにもうひとつ重要な金利引き上げの原因に，米国のフェデラルファンド金利の上昇がある。この結果，タイの政策金利が米国金利を下回り，タイ経済に大きな影響を持つ外国投資の流入に悪影響が出る，あるいは流出の危惧が懸案事項になった。このように中央銀行は2004年後半に入ってインフレに神経を尖らせはじめていることがうかがわれる。

タクシン政権が樹立された2001年以降，セーフティネットの拡大，農村部への資金援助，財政政策による需要の喚起や金融部門の改革といった一連の政策を矢継ぎ早に採用してきた。これら一連の政策は財政赤字の危険を生み，GDPに占める政府財政赤字は2000年の22％から2002年には31％に上昇している（2004年11月時点では少し好転の兆しを見せて，27％に低下している。表11.2）。2003～04年にかけてのこのシェアの低下は高成長に伴う税収増によるところが大きい。

対外取引と債務： 通貨危機（1988年）以降，経常収支は黒字で推移し，2001～03年の間は対GDP比で5％の黒字を計上していたが，2004年には4.4％と若干低下している（表11.2）。2004年の大幅な黒字の減少は主に所得増大によって可能となった輸入の増大によって説明される。サービス貿易額もまた増大した。対外債務は2004年11月時点でGDPの31％まで引き続き減少すると予想される。

一般的な認識と異なり，通貨危機後の最大の資本流出はタイの株や債権を売買する証券投資家によるものではなく，いわゆる貸し手によるものであった。タイ国内の外国人投資家による資本送金は1997～2000年まで年110～180億米ドルで，2001～03年まで年60～90億米ドルであった（表11.2）。一方，タイ人による資本の海外送金は1997～2000年まで毎年18～34億米ドルであったが，2001年以降は資金流入が流出を上回っている。タイの証券投資受け入れは1999～2002年まで比較的小規模で，2003年にはネットでプラスになった。しかし，その流入額は通貨危機以前と比べるとまだかなり小規模である。証券投資流入残高に対する外貨準備の比率は1997年にわずか1％であったが，2003年には1.7％ととなり，タイが投資市場として少しずつ信頼を回復してきていることがうかがえる。

一方，対内直接投資額は，1998～99年に60～70億米ドルに達したが，2002年に再び9億米ドルに減少し，2003年には19億米ドル，2004年第3四半期までに6億米ドルに再び減少している（Thailand, Bank of Thailand，2005c）。注意しなければならないことは，通貨危機直後の増大の大部分はジョイントベンチャーのバランスシートの負債項目の建て直しのために投下されたものであって，新規投資ではないということである。同様に2002年の直接投資の減少は外国企業による設備投資の減少ではない。しかし，マレーシアやインドネシアでもこの時期に直接投資流入が減少していること，中国の直接投資受入額が急激に伸びていることを考え合わせると（第3，7，8章参照），海外多国籍企業（MNC）がタイやその他の東南アジア諸国から中国へ投資先をシフトしてきていることがわかる。

品目別・国別の対外取引： 過去20年間，MNCはタイの輸出構造の変化に大きな役割を担ってきた。特に電気機械，事務機器・コンピュータ，通信機器，その他電子機器の分野の輸出のうち1985～87年には輸出の約10％が，1996～2001年と2003年には30～34％がMNCによるものであると推計される（表11.3，およびRamstetter，2002a，2002b）。MNCはそのほかの分野でも輸出の大きな割合を占めるようになってきている。たとえば，一般機械（1984年の1％から1995～2001年には5～6％），自動車（1996年の1.4％から2003年には5.1％）の輸出にも重要な役割を果たしている。逆に、2000～03年の農産物輸出においては、MNCの輸出シェアは50％から13～15％に減少している。その他製造業のMNC関連輸出シェアは過去20年間を通じて一般に高く，通貨危機の影響をそれほど大きく受けなかったことになる。これはMNCがバーツ安の恩恵を受けたためであると思われる。その中では衣服が最大の製品であるが，1991年の13％をピークに2003年には4.6％に低下している。近年，これに繊維，窯業・土石が続いている（2～5％）。

機械輸入のシェアは1990年代半ばに上昇したが，やはり危機以降に低下した（表11.3）。基本的に資本財である一般機械の輸入シェアが低下しているが，これは危機以降の投資減退を反映したものである。その他の機械も資本財を含んでいるが中間財的要素が強い。それ以外の輸入製造品には、資本財的性格の鉄鋼，非鉄金属，金属製品などと中間投入財的な性格の繊維など含まれている。
次に貿易相手国別にみてみよう。日本，アメリカ，先進ヨーロッパ諸国がタイの主要な貿易相手国である（表11.4）。この3つの地域への輸出シェアは1990年で64％，1995～97年に51～52％，1998年に56％であった。2004年の最初の11ヵ月をみると45％に再び低下している。これら3カ国からの輸入シェアは1995年の60％をピークに2004年の最初の11ヵ月までの42％へと確実に低下していることが分かる。最もシェアを下げたのが日本への輸出と日本からの輸入で，反対に東アジア9カ国への輸出は同期に37％，輸入が33％とこれまでになく上昇している。近年，中国との貿易が大きく伸びているが，シンガポール，香港（これら2カ国は中国への再輸出が大きな部分を占めると考えられる），マレーシアへの輸出，マレーシア，シンガポール，台湾，韓国からの輸入も近年急速に伸びてきている。

日本は伝統的にタイにとっての最大の援助国であり，1984～99年の援助受取額250億米ドルのうち，実に180億米ドルが日本からの援助であった。特に1997～99年の通貨危機以降では日本からの援助は群を抜いて大きい（表11.4）。しかし，ネットで見ると2000～02年にはマイナスに転じている。これは日本や国際機関への返済が本格化したためである。日本の銀行は通貨危機前にはタイへの最大の貸し手であったが，危機以降，急激にその出資を減少させている。

日本との経済関係： 通貨危機前の1995～97年に日本はタイに対して70～110億米ドルの経常収支黒字があったが，1998～2002年には20～40億米ドルに縮小している。これは主に日本からの財貨･サービスの輸出（タイの輸入）の減少が原因である（表11.5）。所得勘定を見ると，日本の直接投資所得は1999～2000年にかけてマイナスでタイでの日系企業の経常利益が落ち込んだが，2001年からはまた大きなプラスに転じている。日本からタイへの巨額の直接投資の流入が観察されるのは，通貨危機以前，2001年，そして2004年前半であり，少ない年は1999～2000年，2002～03年であった。日本からタイへの証券投資は1998年以降引き出しが多くなり，特に1996年と1998～99年は巨額の引き出しがあった。タイ人投機家による日本からの証券投資の巨額の引き揚げが1995～2000年と2003年におきている。

日本とタイの貿易は両国の比較優位と循環的な要因を反映して変動している。日本の主な輸出品は機械である。中でも一般機械は1997年まで最大の輸出品であった。しかし，これらの輸出は自動車とともに危機後に激減している（表11.5）。対照的に事務機器・コンピュータ，通信機器，電気機械は通貨危機後もほぼ以前の貿易額を保っている。輸入にもついても同じパターンが観察される。1996年以前にはタイから日本への主な輸出品は農産物であったが，その後，電気機械，通信機器，事務機器･コンピュータが最大のシェアを持つようになった。

タイで生産活動を行っている日系電子機器企業がこれらの貿易の大きな部分を担っていると思われる。政府統計によれば，1997～2000年にかけて総売上の21～24％，従業者数の34～38％が日系企業によるものとされている（表11.6）。輸送機械と小売業は売上から見ると大きいが，従業者数ではそれほど大きくはない。一方，繊維と衣服は逆のことが観察される。日系企業は売上を通貨危機後，大幅に減少させた。1996年に520億米ドルであった日系企業の売上はその後260～360億米ドルに落ち込んでいる。これは主に輸送機械と商業の売上の落ち込みによるものである。反対に，東洋経済によれば日系企業による従業者数は1997年のピーク時に355,480人であったが，1998～99年には337,030～337,540人に減少し，その後2001年に381,560人，2003年には412,830人と回復している。

日タイ経済連携協定（JTEPA）交渉が2004年からはじまった。JTEPAは関税引き下げ，貿易・投資分野の自由化のみならず，サービス貿易，知的所有権，労働移動，原産地規則といった包括的な課題に対応しようとしている。2004年だけで5回の交渉が行われ，全21項目の予定のうちすでに10項目が合意に達している。しかし，タイが日本市場での自由化をのぞむ農産物で，逆に日本がタイ市場での自由化を迫っている工業製品分野ではお互いの思惑が対立し，先行きは不透明である。2005年にはこのほかにタイ側は看護師やマッサージ師の自由化を求めて交渉が行われることになっており，すべての分野で2005年以内の締結を目指している。
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